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日本郵便(株)との業務連携深化に関するお知らせ 

 

2018 年の日本郵政キャピタル株式会社による当社への出資を機に、同社が属する日本郵政グループ各社と

の業務連携を検討しておりましたが、今般、日本郵政グループ企業である日本郵便株式会社（以下「日本郵

便」という）が八幡西郵便局（福岡県）で試行するセルフストレージ事業に対して、当社のセルフストレージ

関連サービスを提供することについて日本郵便と合意し、本日開催の当社取締役会においても、本取引を進め

ることを決議いたしましたので、以下のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．取引（業務連携深化）の目的及び内容 

当社は、日本郵便が試行する八幡西郵便局施設におけるセルフストレージ事業に対し、当社がその開

業・運営支援を行うことにつき、日本郵便と合意いたしました。 

本取引においては、セルフストレージ施設の開業プラン提案・開業後のコールセンター窓口・Web 契約

管理システム（クラリス）・収納代行・利用料滞納保証・施設の巡回清掃等、「施設開発提案➨開業➨運

営」とセルフストレージビジネスに関わる広範なサポートをワンストップなサービスで日本郵便に提供

してまいります。 

本取引によって、日本郵便における郵便局施設の新たな活用形態を生み出すとともに、生活に密着し

た郵便局施設におけるセルフストレージ開発運営に関わることで、セルフストレージ施設の出店機会の

拡大や新たな施設運営ノウハウの積み上げにつながるものと見込んでおります。 

引き続き日本郵便との連携・協力を進め、セルフストレージ施設の供給を中心とした新たなサービス

の開発・提供に積極的に取り組んでまいります。 

 



 

 
 

２．取引先の概要 

 【日本郵便】 

(1) 名称 日本郵便株式会社 

(2) 所在地 東京都千代田区大手町二丁目 3番 1号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 千田哲也 

(4) 事業内容 郵便・物流事業、金融窓口事業および国際物流事業等 

(5) 資本金 4,000億円 

(6) 設立年月日 2007年 10月１日 

(7) 大株主及び持株比率 日本郵政株式会社 100% 

(8) 上場会社と当該会社の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 該当事項はありません。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

(9) 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2021年３月期 2022年３月期 2023年３月期 

連結純資産 871,293百万円 910,154百万円 851,356百万円 

連結総資産 5,175,507百万円 5,180,966百万円 4,890,957百万円 

１株当たり連結純資産 85,770.02円 89,093.17円 83,040.49円 

連結営業収益 3,837,635百万円 3,656,920百万円 3,451,530百万円 

連結営業利益 155,070百万円 148,268百万円 83,794百万円 

連結経常利益 149,191百万円 143,545百万円 79,477百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 
53,415百万円 93,217百万円 62,111百万円 

１株当たり連結当期純利益 5,341.55円 9,321.74円 6,211.14円 

１株当たり配当金 2,670.78円 9,321.75円 6,211.14円 



 

３．日程 

 取締役会決議日・取引契約締結日：2023年 12月 20日 

 取引開始予定日        ：2024年１月 1日 

 

４．今後の見通し 

本取引により、セルフストレージ施設開業にかかる収入や施設開業後の運営にかかるアウトソーシ

ングサービス収入等が計上されることになります。2024年９月期業績への影響は、軽微と見込んでお

りますが、日本郵便に対する本サービス提供機会の拡大など今後の状況及び業績に与える影響につい

て開示すべき事項が発生した場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

以 上 


